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５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAOYUKI FUKUUCHI,

Director-General of Osaka Regional Civi1

Aviation Bureau, Ministry of Land, Inf-

rastructure, Transport and Tourism

] Classification of the product to be pro-

cured : 15

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Performance Improvement

Equipment of the Moving Object Monitor-

ing System ; 1 set

_ Delivery period : March 29, 2013

` Delivery place : Naha Airport Office ;

531`3 Ashimine Naha City Okinawa 901`

0143 JAPAN

a Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

http://e2odw.e-bisc.go.jp/CALS/Accepter/

b Qualification for participating in the ten-

dering procedures, Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Article 70 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting. Furthermore, mi-

nors, Person Under Conservatorship or

person Assistance that obtained the con-

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause

} 落札予定者は、購入品目ごとの単価を決
定するため、開札後直ちに当該入札書に記
載された金額の積算根拠となった購入品目
ごとの単価表を発注者に提出すること。

~ 原則として、入札執行回数は３回を限度
とする。なお、当該入札回数までに落札者
が決定しない場合は、原則として予算決算
及び会計令（以下「予決令」という。）第99

条の２の規定に基づく随意契約には移行し
ない。

b 電子入札システムの利用
{ 本件は、競争参加資格確認申請書及び申
請に際して必要な証明書等（以下「申請書
等」という。）の提出、入札を電子入札シス
テムで行う対象案件である。なお、電子入
札システムによりがたい場合は、紙入札方
式参加願を提出しなければならない。

| 電子入札システムにより参加を希望する
者は、予め当該入札において使用するＩＣ
カードを限定し、そのシリアル番号を支出
負担行為担当官に登録させるため、確認書
を提出すること。

３ 入札説明書の交付場所等
\ 入札説明書の交付場所
〒980`8602 仙台市青葉区二日町９番15号
東北地方整備局総務部契約課購買第二係長
阿部 順 電話022`225`2171（内線

2548）
] 入札説明書の交付方法 交付を希望する者
には\の交付場所又は郵送にて交付を行う。
なお、郵送による場合の費用は希望者の負担
とする。

| not come under Article 71 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting

} not be currently under suspension of

nomination by Director-General, Osaka

Regional Civil Aviation Bureau

~ have Grade A ÚManufacturingÙ by Min-

istry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

year 2010／2011／2012

� have proven to have actually manufac-

tured and have the ability to manufacture

the products concerned or the products

with performance similar to that of the

products concerned

� prove to have prepared a system to

provide rapid maintenance service and

parts supply for the procured product

c Time-limit for tender : 17 : 00 January 29,

2013 : 10 : 00 January 30, 2013 in case of by

hand

d Contact point for the notice : KENJI

MORIMOTO, Contract Section, Account-

ing Division, General Affairs Department,

Osaka Regional Civil Aviation Bureau, Mi-

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism 4`1`76 Otemae Chuoku

Osaka 540`8559 Japan TEL 06`6949`

6206

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、この入札に係る落札決定及び契約の締結
は、この調達に係る平成25年度予算が成立し、予
算示達がなされることを条件とする。
平成 24年 12月 10日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 徳山日出男

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04

１ 調達内容
\ 品目分類番号 ２
] 調達件名及び数量 ガソリン外購入単価契
約（宮城県）（電子入札対象案件）
予定数量は、入札説明書による。

^ 調達件名の特質等 入札説明書による。
_ 納入期間 平成25年４月１日から平成26年
３月31日まで

` 納入場所 入札説明書による。
a 入札方法
{ 入札は、総価による最低価格落札方式に
て行う。
入札者は、調達物品の本体価格のほか、
運搬等納入に要する一切の諸経費を含め
て、契約希望金額を見積もること。

| 入札金額の記載方法 入札書には、別冊
仕様書に記載する購入品目ごとの予定数量
に１リットル当たりの単価を乗じて算出し
た総価を記載すること。なお、落札者の決
定に当たっては、入札書に記載された金額
に当該金額の100分の５に相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数が
あるときは、その端数金額を切り捨てた金
額とする。）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の105分の100

に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。

] 平成22・23・24年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一資格）において「物品の販
売」のうちＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けさ
れた東北地域の競争参加資格を有する者であ
ること。

^ 契約締結に際しては、平成25・26・27年度
の国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
において「物品の販売」の認定を受け、東北

地域の競争参加資格を有すること。なお、平
成25年４月１日までに認定が得られない場合
は、入札は無効とする。

_ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者は、競争参加資格の再認定を受けてい
ること。この場合において、競争参加資格確
認申請時に、更生手続開始決定書又は再生手
続開始決定書の写しを提出しなければならな
い。

` 申請書等の提出期限の日から落札決定の時
までの期間に、東北地方整備局長から指名停
止を受けていないこと。

a 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

b 入札説明書及び仕様書の交付を受けた者で
あること。

c 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

d 東北地方整備局（二日町庁舎）、宮城県内
の事務所（管理所）及び出張所の所在地と同
一市区郡において、複数以上の給油所又は代
行給油所（高速道路内の給油所を除く。以下、
これらを総称して「給油所等」という。）があ
ることを証明する書類を発注者に提出するこ
と。なお、隣接する市区郡内にある受注者の
指定する給油所等が同一市区郡内の給油所等
よりも近くにある場合は、隣接する市区郡の
給油所等もその対象とする。
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